
平成２７年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容

平成27年2月23日
大阪府
※ ２月２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．大都市圏の成長を通じた日本の再生
１－１　阪神都市圏の高速道路料金一元化
・料金体系の一元化
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分） 〔全〕１兆６４４億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　９，１２４億円）


	　　〔全〕９，０１８億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・H26.6、国土交通省の国土幹線道路部会において、大都市圏高速道路の管理主体を超えたシームレスな料金体系を目指す検討を開始。並行して、阪神圏の高速道路料金体系を検討する国と地方の検討会において、29年度当初の阪神圏のシームレスな料金体系実現に向けた具体的な検討を進めている。

	

	１－２　高速道路等の整備促進

・新名神高速道路、第二阪和国道の整備推進

・新名神アクセス道路、大阪都市再生環状道路である大和川線整備の財源措置

・淀川左岸線延伸部等のミッシングリンク整備のための受益者負担による償還スキームの構築


	◆概算要求の状況　国土交通省
○阪神高速道路(株)高速道路建設事業費

　　　　　　　　　　　　　　（大阪都市再生環状道路等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔事〕２５３億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ2６：〔事〕３２９億円）

　※同社の国に対する予算要求状況

地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）　〔全〕１兆６４４億円
　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２６：〔全〕　９，１２４億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　　８４１億円）


	〔国〕金額明記なし
〔全〕９，０１８億円
〔全〕1兆９４７億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・新名神高速道路は、西日本高速道路㈱が高槻～神戸間では工事等、八幡～高槻間では設計等を実施中。第二阪和国道は、国が改良工事等（淡輪ランプ～府県境）を実施中。

・27年度内の都市計画決定をめざしている淀川左岸線延伸部の事業手法については、料金収入による整備を基本に、関係機関とともに事業スキームの検討を進めている。

	

	１－３　大阪湾諸港の機能強化
・国際コンテナ戦略港湾阪神港の機能強化

　（特区に係る規制緩和等）

・港務局設置に係る制度改正


	◆概算要求の状況　国土交通省
○国際コンテナ戦略港湾施策の深化と加速　〔全〕８１４億円
　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２６：〔全〕６１４億円）


	〔全〕６８７億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・国際戦略港湾及び一定の要件を満たす国際拠点港湾の港湾運営会社（特例港湾運営会社を含む）について、国の無利子貸付又は補助を受けて取得した荷さばき施設等に係る課税標準の特例措置を延長（２年間）等がなされた。
・新港務局設立に必要な法改正は、実現していない

	

	１－４　鉄道ネットワークの強化・充実
・おおさか東線整備事業の財源措置
・北急、モノレール、なにわ筋線の具体化に向け必要な財源措置等

・関空への高速鉄道アクセスの取組の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
○貨物鉄道の旅客線化 　　　　　　　　〔国〕１５．６億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔国〕９．７億円）

	　　　　〔国〕１５．６億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・公共交通戦略に位置付けた路線の具体化に向け、国からは事業化に必要な法手続きに関する助言や過年度の調査実績の提供等が行われている。
・関空アクセス調査検討会において、なにわ筋線と関空高速アクセス（リニア・新幹線）の需要の両立可能性を確認。引き続き国において事業の可能性を検討中。


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．安全・安心を支える都市インフラのマネジメント
２－１　南海トラフ巨大地震の津波浸水対策

・南海トラフ巨大地震の津波浸水対策の財源措置


	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）　〔全〕１兆６４４億円
　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２６：〔全〕　９，１２４億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　９８億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　７８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　　８４１億円）
	　〔全〕９，０１８億円
　　　　〔全〕９５億円
　〔全〕1兆９４７億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・全国防災対策事業にかわる新たな制度の創設は実現していない。
	

	２－２　都市型水害に備える治水対策

・寝屋川流域の総合治水対策

・安威川ダム工事の財源措置


	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）　〔全〕１兆６４４億円
　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２６：〔全〕　９，１２４億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　９８億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　７８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　　８４１億円）

○水管理・国土保全局（治水）　　　〔全〕　９，４８９億円

（Ｈ２６：〔全〕８，６７０億円）
	　〔全〕９，０１８億円
　　　　〔全〕９５億円
　〔全〕1兆９４７億円

〔全〕７，５５５億円
	

	２－３　地方の裁量による都市基盤整備

・事業進捗に応じた財源措置および交付金制度の弾力的な運用


	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）　〔全〕１兆６４４億円
　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２６：〔全〕　９，１２４億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　９８億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　７８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　　８４１億円）
	　〔全〕９，０１８億円
　　　　〔全〕９５億円
　〔全〕1兆９４７億円


	

	
	◆予算項目以外の状況
・地方の裁量による交付金間の流用や対象用途の拡大などの制度改善は実現していない。
	

	都市基盤施設の機能強化等【個別要望事項】
◆道路・街路事業の推進

◆連続立体交差事業、鉄道施設の安全対策の推進（連続立体交差事業）

◆治水・砂防事業の推進

◆下水道事業の推進

◆公園事業の推進

◆箕面森町事業の推進

◆市街地整備事業の推進

◆計画的な緑地環境形成の推進
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）　〔全〕１兆６４４億円
　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２６：〔全〕　９，１２４億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　９８億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　７８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　　８４１億円）
	　〔全〕９，０１８億円
　　　　〔全〕９５億円
　〔全〕1兆９４７億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

◆道路・街路事業等の推進

・直轄国道の権限移譲にあたっては、交付税措置とされる維持管理費の所要額確保が不透明なため、移譲するべき事務や権限を地方から国へ提案する「提案募集方式」により、積算方法等の提示を求めていたが、H27.1に現行法規で対応可能であり、地方公共団体への通知等で対応するとの閣議決定がなされたため、引き続き国へ提示を求めていく。
◆治水・砂防事業の推進

・交付金の弾力的な運用に関する新たな制度改善は実現していない。

・阪神なんば線の淀川橋梁の架け替えについては、引き続き早期着工を求めていく。
◆公園事業の推進

・用地取得費の補助率引き上げは実現されていない。
◆計画的な緑地環境形成の推進

・生産緑地地区の指定にかかる面積要件緩和の規制緩和については実現されていない。
	

	◆連続立体交差事業、鉄道施設の安全対策の推進（鉄道施設の安全対策）


	◆概算要求の状況　国土交通省
◆連続立体交差事業、鉄道施設の安全対策の推進

（駅耐震対策）

・鉄道施設総合安全対策事業費補助　　　　[国]３０億円

（H２６：[国]２２億円）

　・都市鉄道整備事業費補助　　　　　　　[国]９２億円

（H２６：[国]１２４億円）

（ホームドア）

　・都市鉄道整備事業費補助　　　　　　　[国]９２億円

（H２６：[国]１２４億円）

　・地域公共交通確保維持改善事業　　　[国]３６３億円

（H２６：[国]３０６億円）


	〔国〕１８億円

〔国〕７６億円
〔国〕７６億円
〔国〕２９０億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・鉄道事業者が行う鉄道施設の耐震改修や可動式ホーム柵整備にかかる費用の国庫補助率引き上げ等の制度拡充は実現していない。
	
	

	◆港湾事業等の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
〇港湾整備事業

　・港湾事業　　　　　　　　　　　 〔全〕２，６８４億円

　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕２，３１２億円）

	〔全〕２，３１４億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・府県域を越えた防災拠点の維持管理費を一律地方負担とする
現行制度を改め、国が責任を持って財源を措置する仕組みの構築は実現されていない。
	
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
3　／　3

